
製品名等の変更について認定書における字句を読み替えて差し支えない製品名等一覧

認定書別添に位置付けられている部材等の製品名等の変更（性能等に変更がないものに限る。）について、国土交通省へ届出がされたものを順次掲載しています。

（注）本表の記載内容は、製品名等の変更年月日時点の情報です。

長崎県壱岐市石田町沖合 長崎県壱岐市沖合
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-3426

長崎県壱岐市産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-3279

長崎県壱岐市芦辺町沖合 長崎県壱岐市沖合
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-4253

長崎県壱岐市石田町産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-4338

備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

1



備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

長崎県壱岐市産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-2785

長崎県壱岐市石田町沖合産
長崎県壱岐市沖合産

（生産者が有明商事の場合に限る）

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県海砂生産協同組合が生産

する長崎県壱岐市産海砂の３海

区（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ

浦町沖）の産地統合に伴う産地

名称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-2902、MCON-4336

長崎県壱岐市石田町沖産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-4468

長崎県壱岐市産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-3260
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備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

長崎県壱岐市産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-3261

長崎県壱岐市産 長崎県壱岐市沖合産
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和６年３月１日付け

長崎県壱岐市産海砂の３海区

（石田町沖、芦辺町沖、郷ノ浦

町沖）の産地統合に伴う産地名

称の変更

（対象の認定は以下に限る）

MCON-2752、MCON-4337

宇部興産建材株式会社 ＭＵマテックス株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和５年10月１日付け

事業譲渡に伴う

自社の社名変更

日鉄鋼線株式会社 日鉄プロセッシング株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第四号（鉄筋）の規定による認定

令和５年10月１日付け

吸収合併に伴う

自社の社名変更

ＫＹＢ株式会社 カヤバ株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第九号（免震材料）の規定による認定

令和５年10月１日付け

社名変更

（対象となる認定）

MVBR-0603-1、MVBR-0604-

1、MVBR-0605-1
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備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

一般社団法人 こうち健康・省エネ住宅推進協議会 合同会社 ｅｉ

建築基準法施行令第46条第４項表一の（ハ）（木造軸組耐力壁）の規定による認

定/建築基準法第２条第八号（防火構造）並びに同法施行令第108条第一号及び第

二号（外壁(耐力壁)：各30分間）の規定による認定

令和５年８月14日付け

事業譲渡に伴う

自社の社名変更

株式会社 風流舎 株式会社 fu-ryusya

建築基準法施行令第20条の７第４項（ホルムアルデヒド）の規定による認定/同

法施行令第108 条の2 第一号から第三号まで(不燃材料)の規定による認定/同法施

行令第１条第五号及び第108条の２第一号から第三号まで（準不燃材料）の規定

による認定

令和５年８月４日付け

会社移転伴う

自社の社名変更

デンカ株式会社 太平洋セメント株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和５年４月１日付け

事業譲渡に伴う

自社の社名変更

日本シーカ株式会社 シーカ・ジャパン株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和５年４月１日付け

会社統合に伴う

社名変更のため

東京都水道局が供給する工業用水 東京都水道局が供給する上水道水
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

「東京都工業用水道条例を廃止

する等の条例案」が可決され、

令和５年(2023年)３月31日を

もって工業用水が廃止されるた

め

三菱電機株式会社 三菱電機ビルソリューションズ株式会社

建築基準法施行令第129条の４第１項第三号、第129条の10第２項及び第129条の

12第１項第六号の規定による認定/建築基準法第37条第２号の規定による認定の

うち、平成12年建設省告示第1446号第１第三号（構造用ケーブル）の規定による

認定

令和４年４月１日付け

吸収分割による

事業承継のため
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備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

宇部三菱セメント株式会社

宇部興産株式会社

三菱マテリアル株式会社

UBE三菱セメント株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第７号（コンクリート）の規定による認定

令和４年４月１日付け

吸収合併のため

萩原工業株式会社 バルチップ株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第７号（コンクリート）の規定による認定

令和３年11月１日付け

会社分割に伴う社名変更

株式会社NTTファシリティーズ総合研究所 株式会社NTTファシリティーズ 建築基準法第20条第1項第二号イ及び第三号イの規定による認定 令和３年10月１日付け

カヤバシステムマシナリー株式会社 KYB株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第九号（免震材料）の規定による認定

令和３年７月１日付け

吸収合併のため

（対象の認定は以下に限る）

MVBR-0326-2、MVBR-0464-

2、MVBR-0565-1

中川テクノ 株式会社 デンカアステック 株式会社
建築基準法第２条第９号の規定による認定のうち、同法施行令108 条の2 第一号

から第三号まで(不燃材料)の規定による認定

令和３年４月１日付け

親会社の経営統合に伴う

自社の社名変更

ティッセンクルップ・エレベータ・ジャパン株式会社

ティッセンクルップ・アクセス・ジャパン株式会社

ティーケー・ホームソリュ－ションズ ・ジャパン株式会

社

建築基準法施行令第129条の４第１項第三号及び第129条の８第２項の規定によ

る認定

令和３年３月１日付け

親会社買収に伴う

自社の社名変更
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備考変更前の製品名等 変更後の製品名等 認定区分

BASFジャパン株式会社 ポゾリスソリューションズ株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

令和２年７月１日付け

事業譲渡に伴う

自社の社名変更

オットーリフト株式会社 シティーリフトかわさき株式会社

建築基準法施行令第129条の４第１項第三号、第129条の８第２項及び施行令第

129条の10第4項（同条第3項第一号に掲げる装置に係る部分に限る｡）の規定に

よる認定

令和２年１月１日付け

社名変更のため

日鉄住金セメント株式会社 日鉄セメント株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

平成31年４月１日付け

親会社の社名改称による

自社の社名変更

日鐵セメント株式會社 日鉄住金セメント株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第七号（コンクリート）の規定による認定

平成24年10月１日付け

親会社の経営統合に伴う

自社の社名変更

丸山工業　株式会社 ＩＭＳテクノ株式会社

建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第十八号（膜材料、テント倉庫用膜材料及び膜構造用フィルム）の規定に

よる認定

平成23年９月１日付け

吸収合併に伴う

自社の社名変更

株式会社テザックワイヤロープ 神鋼鋼線工業株式会社
建築基準法第37条第２号の規定による認定のうち、平成12年建設省告示第1446

号第１第三号（構造用ケーブル）の規定による認定

平成23年９月１日付け

吸収合併に伴う

自社の社名変更
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